
吉見町新町長が中部環境センターの改修を主張
保角新議長が議会改革の検討を指示、特別委員会設置へ
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well-being（ウェルビーイング）：幸福、健康で満たされた状態

通信

安心をすべての人に届けたい

吉見町長選挙で新ごみ処理施設整備の見直
しを公約に掲げた新人が当選

令和７年４月２０日に吉見町長選挙が行われ
新人の神田隆氏が現職の宮﨑善雄氏を４３票
差で破り、初当選しました。

神田新町長は元議員で埼玉中部環境保全
組合議会の議長も務めていましたが、選挙前に
自身の後援会が発行するファミリー新聞の中で
次のように主張していました。

神田町長は、自身が組合議員だった平成３０
年の行政視察をした函館市日乃出清掃工場が
建屋をそのまま使用して焼却炉を更新すること
で新設よりも５０億円少ない費用で対処したこ
とが記憶に残っており、中部環境センターでも
同様に改修で対処できると考えたようです。

しかし、現施設の改修で対処するためには、
焼却炉を入れ替えるだけでなく、現施設を耐震
化・増築等して発電などエネルギー回収の設備
を設置しなければ、国の交付金の対象となりま
せん（組合の負担が著しく増えます）。

そもそも新設に等しい延命措置は、地元住民
との約束（裁判での和解）に反するもので地元
住民の理解を得られない可能性があり、実現の
可能性が高い提案とは思えません。

新施設整備でなく、改修で対応できるのか？
神田町長の提案の問題点

本市の新ごみ処理施設整備は、平成２６年度
に鴻巣市・行田市とともに組合を設立して検討
を進めていましたが、建設地の見直しを公約に
掲げた石井前行田市長が当選したことで継続
が困難となり、令和元年１２月に白紙解消となり
ました。その後令和３年９月に現在の２市１町の
枠組みで基本合意を締結し、今年２月に整備
基本計画が取りまとめられたところです。

神田町長の公約は、２市１町の自治体間での
約束を事実上の白紙とするもので、とても容認
できるものではありません。

北本市・鴻巣市だけでなく、吉見町も新ごみ
処理施設の整備を巡り９市町村構成の一部事
務組合の破綻を経験しています。市民生活に
とって欠かすことのできないごみ処理施設の整
備が、再三にわたり政争の具とされていることも
大変遺憾に思います。

〇 新ごみ処理施設の整備は建設資材高騰
の問題など不安要素が尽きない。

〇 早急に中部環境センター内部の焼却炉を
最新型に更新する。

〇 ごみ処理施設で困惑する自治体に呼び
掛け、協力してくれる市町村と新たな枠組
みで組合を組織し、コンパクトで効率の良
い焼却施設を再生させたい。

繰り返される組合の破綻、再三にわたり政争
の具とされる新ごみ処理施設整備

組合議会に先立ち５月８日に行われた正副
管理者会議で今後について話し合い、両副管
理者（鴻巣市長・北本市長）は計画どおり新施設
の整備を進めることを主張し、次のとおり決定し
たことが５月２７日の組合議会において報告さ
れました。

計画どおり新施設の整備を進めつつ再生に
ついても聴き取り調査を実施することで合意

最も重要なことは、市民生活に不可欠なごみ
処理を止めることなく、長期的に見て最小限の
経費で施設の更新や運営を行うことです。

今後も組合議員として正副管理者の動きを
注視し、適切に対処していきます。

① 新たなごみ処理施設等の整備に関する事
務は、今までどおり進める。

② 現施設の再生については、その可能性に
ついて関係する会社等に対し、聞き取り調
査等を行う。

※ ①と②を平行して進める。
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保角新議長が議会改革の検討を指示、特別委員会設置へ

６月１０日、５月に就任した保角美代新議長
から議会運営委員会委員長に対し、議会基本
条例に基づき右のとおり６つの項目について検
討するよう諮問しました。

この６項目について、今後どのように検討を
進めるか議会運営委員会で協議しますが、議
会運営委員会の所管ではないものもあることか
ら、特別委員会を設置するなどして議論すること
になりそうです。

議会としての役割をしっかりと果たすともに、
議員の仕事をより魅力的なものとして成り手の
確保を図る必要があります。市民の皆様や専門
家の意見などを踏まえて、検討していきます。

１．議員定数について
２．議員報酬について
３．通年議会の検討について
４．議員間（委員間）討議のガイドライン策

定について
５．議会活動の活性化（議会改革）について

ア タブレット活用について
イ 授乳環境及び保育環境整備について

６．広報広聴機能の充実について
ア 議会モニター制度の充実について
イ 議会活動の発信機能の強化について
ウ 議会報告会のあり方について

新たなごみ処理施設が整備された場合、既
存の施設は不用となり、解体撤去が必要となり
ます。解体した場所に新たな施設を整備する場
合には、解体から整備を一体のものとして国か
ら交付金を受けることができますが、埼玉中部
環境保全組合で進めている事業では旧施設と
は全く別の場所に新施設を整備するため、解体
撤去費用が国からの交付金の対象とならず、必
要な費用を積み立てておく必要があるという説
明を組合事務局から受けてきました。

来るべき解体に備え、組合では約１３億円を
基金に積み立てていますが、近年は建設だけで
なく解体の費用も高騰傾向にあり、積立ての追
加が必要となることが懸念されていました。

そこで、私が環境省の通知を再度確認したと
ころ、令和３年度から国の交付金の要件が緩和
されており、別の場所に整備した場合でも３年
以内に解体すれば解体費用が交付金対象とな
ることが分かりました。さらに、公共施設再編整
備計画を策定し、計画に基づき解体する場合に
は、解体費用の９０％について地方債を充当す
ることが可能で、償還時に元利償還金の５０％
が交付税措置されることが分かりました。

新施設整備後の現センター解体撤去の費用負担を劇的に減らす方策を一般質問で提案

以上のことを５月２７の組合議会の一般質問
で指摘し、交付金や交付税措置の対象となるよ
うに事務を進めるよう求めたところ、事務局は新
施設整備から３年以内に解体を行うこと、公共
施設再編整備計画を策定することを約束しまし
た。これらにより組合の費用負担割合は従来の
１００％から約３７％にまで縮減することができま
す。仮に解体撤去費用が３０億円にまで膨らん
だとしても、組合負担は約１１億円となり、今ある
基金残高で対応できることとなります。

今後もより少ない費用負担で新施設へ移行
できるよう、調査・検討を重ね、提案していきます。

地方債（借入金） 一般
財源

国からの
交付金後年度交付税措置50%

2/3
×90%

2/3
×10%

1/3

色付き部分が実質的な組合負担分

◆ごみ処理施設の解体に係る財源構成
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